
平成３０年度
長浜市財政概況

滋賀県長浜市

計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがあります





各会計決算の状況
（単位：百万円）

継続費逓次繰越額 繰越明許費繰越額 事故繰越し繰越額 計

58,957 57,121 1,836 0 1,089 0 1,089 747

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 12,096 12,020 76 0 0 0 0 76

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 （ 直 診 勘 定 ） 215 199 16 0 6 0 6 9

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 1,319 1,317 2 0 0 0 0 2

介 護 保 険 特 別 会 計 11,754 11,331 423 0 0 0 0 423

休 日 急 患 診 療 所 特 別 会 計 49 38 11 0 0 0 0 11

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,386 1,384 3 0 0 0 0 3

85,777 83,410 2,367 0 1,096 0 1,096 1,271

病 院 事 業 会 計 15,702 16,646 △ 944 △ 7,378 2,080 2,798 △ 718 6,264

老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 467 487 △ 21 77 0 17 △ 17 187

公 共 下 水 道 事 業 会 計 4,195 3,789 405 405 2,352 4,117 △ 1,765 536

20,363 20,922 △ 559 △ 6,896 4,432 6,932 △ 2,500 6,988

差引
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差引
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翌年度へ繰り越すべき財源　D



普通会計決算の概要
■ 決算規模は３年連続の増加

歳入は５９０億６百万円（＋４．２％）、歳出は５７１億５９百万円（＋５．３％）となり、３年連続の増加となりました。
◎決算規模が前年度を上回った主な要因

①消防本部庁舎建設に係る負担金の増加等により、補助費等が３２億６５百万円増加するとともに、元浜町１３番街区や産業文化交流拠点（文化福祉棟）、長浜伊香ツインアリーナ等
の建設事業により、普通建設事業費が２０億４百万円増加しました。

②７月豪雨や台風21号等の影響により発生した災害の復旧に伴い、災害復旧事業費が２億４８百万円増加しました。
③歳入では、大型建設事業の増加に伴う地方債借入れが１６億５７百万円増加、繰越事業の増加による繰越金が７億２０百万円増加しました。

■ 市税総額は微減
個人市民税は納税義務者や給与所得の増加により１億４６百万円（＋２．６％）増加したものの、固定資産税は評価替による家屋減価等の

影響により１億１７百万円（△１．４％）の減少、法人市民税は主要法人の減収減益等により９１百万円（△７．３％）の減少となり、市税全体と
して７１百万円（△０．４％）の減少となりました。

■ 一般財源は減少
地方消費税交付金等の各種交付金が１億９６百万円増加したものの、合併算定替の段階的縮減により普通交付税が４億４百万円、臨時

財政対策債が８４百万円減少し、一般財源総額は４億９百万円の減少（△１．１％）となり、４年連続の減少となりました。

■ 将来にわたる財政負担の増
基金残高が増加したものの、市債残高及び債務負担行為額が増加したことにより、将来にわたる財政負担は２９億３９百万円増加し、

２年連続の負担増となりました。
市債残高 ： ＋ ３億８２百万円 （４４９億１７百万円 → ４５２億９９百万円） ※負担増
債務負担行為額 ： ＋２８億２７百万円 （ ６３億８３百万円 →   ９２億１０百万円） ※負担増
基金残高 ： ＋ ２億７１百万円 （３６７億６８百万円 → ３７０億３９百万円） ※負担減

■ 財政指標
経常収支比率は、地方交付税及び臨時財政対策債等の経常一般財源が減少したことで、０．３㌽上昇（悪化）し、９１．１％となりました。

※普通会計は、地方財政統計上の会計であり、本市では一般会計・休日急患診療所特別会計を合算し、一般会計・各特別会計間の繰入れ、繰出しの重複部分を控除する等の処理を行い算出するものです。
※合併算定替とは、市町村合併後の一定期間、合併市町村の普通交付税額が、合併しなかったと仮定した場合に算定される関係市町村の普通交付税額の合算額を下回らないようにする特例措置です。
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決算規模の推移

歳入 歳出

普通会計決算の状況（決算規模の状況）
歳入は５９０億６百万円（＋４．２％）、歳出は５７１億５９百万円（＋５．３％）となり、前年度を上回りました。

・歳入の決算規模は、主に以下の理由により全体として増加しました。
①消防本部庁舎整備や産業文化交流拠点（文化福祉棟）、長浜伊香ツインアリーナ等の建設事業により、市債が１６億５７百万円増加しました。
②平成２９年度から平成３０年度へと大型事業の繰越が増加したこと等により、繰越金が７億２０百万円増加しました。
③元浜町１３番街区や産業文化交流拠点（文化福祉棟）等の建設事業により、国・県補助金が５億１０百万円増加しました。

・歳出の決算規模は、主に以下の理由により全体として増加しました。
①消防本部庁舎整備に係る湖北地域消防組合負担金の増加等により、補助費等が３２億６５百万円増加しました。
②元浜町１３番街区や産業文化交流拠点（文化福祉棟）、長浜伊香ツインアリーナ等の建設事業により、普通建設事業費が２０億４百万円増加しました。
③７月豪雨や台風21号等の影響により発生した災害の復旧に伴い、災害復旧事業費が２億４８百万円増加しました。

・引き続き、普通交付税の合併算定替の縮減が進み、基幹的な一般財源の減少が続くことから、財政計画に基づき、持続可
能な財政運営を堅持し、行財政改革等による効果的な施策編成を行っていく必要があります。

（単位：百万円）
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実質収支・実質収支比率の推移 実質収支 実質収支比率

普通会計決算の状況（予算執行・収支の状況）
実質収支額は７億５８百万円となり、３億７６百万円の減少（△３３．１％）

・実質収支額は前年度より減少し、実質収支比率は２．２％で前年度から１．１ポイント低下しました。

（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：%）

予算執行率
歳入95.1%
歳出92.1%

予算執行率
歳入95.5%
歳出91.5%



16,785 

市税
16,856 

15,807 

地方交付税
16,262 

6,655 

国庫支出金
6,529 

3,890 

県支出金
3,506 

5,207 

市債
3,550 

2,388 

繰越金
1,668 

8,273 

その他
8,278 

59,006 

56,650 

H30
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普通会計決算の状況（歳入決算の概要）

△71
(△0.4)

+720
(+43.1%)

+126
(+1.9%)

+384
(+11.0%)

+1,657
(+46.7%)

△455
(△2.8%)

+2,357
(+4.2%）△5

(△0.1%)

歳入決算額は５９０億６百万円で、前年度比２３億５７百万円増（＋４．２％）

・地方交付税は前年度比４億５５百万円減
普通交付税は合併算定替の段階的縮減により前年度より４億４百万円減少し、地方交付税全体で△２．８％となりました。

・国庫支出金は前年度比１億２６百万円の増、県支出金は前年度比３億８４百万円の増
国庫支出金は、臨時福祉給付金給付事業の終了等により減少した一方、産業文化交流拠点（文化福祉棟）整備事業に伴う補助金の増加等により＋１．９％とな

りました。また、県支出金は、元浜町１３番街区整備事業に伴う補助金の増加により、＋１１．０％となりました。

・市債は前年度比１６億５７百万円増
消防本部庁舎整備事業債、体育施設整備事業債及び文化施設整備事業債等の増加により、＋４６．７％となりました。

・繰越金は前年度比７億２０百万円増
産業文化交流拠点（文化福祉棟）整備事業や元浜町１３番街区整備事業などの大型事業の繰越が増加したこと等により、＋４３．１％となりました。

（単位：百万円）
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歳入構成割合

市税 分担金・負担金・使用料 その他 地方譲与税等 地方交付税 国県支出金 市債

18,424 18,296 17,257 17,093 17,095 16,804 16,817 16,856 16,785 

14,862 14,928 14,973 15,103 15,348 14,772 14,066 13,666 13,262 

3,798 2,679 2,620 2,779 3,092 
2,464 1,927 1,854 1,770 

37,084 
35,903 34,850 34,975 35,535 

34,040 
32,810 32,376 31,817 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

主要一般財源の推移

市税 普通交付税 臨時財政対策債

普通会計決算の状況（歳入決算の概要）

自主財源比率は４１．４％で前年度から下降（悪化）

・自主財源比率は４１．４％となり、前年比△１．０ポイントとなりました。比率が
下降した主な要因は、一般財源の根幹となる市税の割合が２年連続で減少と
なったこと等によるものです。また、依存財源となる市債も大型建設事業の増
加に伴い１６億５７百万円増加し、比率を２．５ポイント引き下げています。

・合併算定替により減少傾向にありますが、地方交付税は歳入の２６．８％を占
めており、市税に次ぐ構成割合になっています。今後も普通交付税における
合併算定替の縮減が進む中、自主財源の確保に向けた取組が求められてい
ます。

主要一般財源は全体で前年度から５億５９百万円の減少

・普通交付税は４億４百万円の減少、臨時財政対策債は８４百万円の減少とな
り、市税も７１百万円の減少へと転じたことで、全体で△１．７％となりました。

・普通交付税については、合併算定替による段階的縮減が令和２年度まで続
くことから、来年度も引き続き、主要一般財源は減少していく傾向にあります。

（単位：百万円）

（単位：％）



10,713 9,630 9,633 9,688 10,661 11,018 11,530 11,887 12,109

2,472
2,090 2,256 2,583

2,828 2,607 2,240 2,261 2,118

5,475
5,887 5,704 5,611

4,950 3,610 2,223 1,372 805

18,660
17,607 17,593 17,882 18,440

17,235
15,993 15,520 15,031

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

普通交付税の推移

普通交付税（一本算定） 臨時財政対策債（一本算定） 合併特例措置

5,429 5,388 5,671 5,615 5,530 5,546 5,575 5,637 5,782 

2,926 2,637 1,554 1,291 1,444 1,363 1,355 1,250 1,159 

8,380 8,434 
8,225 8,267 8,221 8,013 7,983 8,097 7,979 

1,690 1,837 
1,807 1,920 1,900 1,882 1,904 1,872 1,864 

18,424 18,296 
17,257 17,093 17,095 16,804 16,817 16,856 16,785 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

市税の推移

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

普通会計決算の状況（市税・普通交付税の概要）

市税は全体で前年度から７１百万円の微減

・個人市民税は、納税義務者や給与所得の増加により１億４６百万円の増
（＋２．６％）となりました。

・法人市民税は、主要法人の減収減益等により９１百万円の減（△７．３％）と
なりました。

・固定資産税は、評価替による家屋減価等の影響により１億１７百万円の減
（△１．５％）となりました。

普通交付税・臨財債は合併算定替の縮減等により大幅減

・普通交付税は、基準財政収入額が地方消費税交付金の増により増加したこ
とや、基準財政需要額が包括算定経費や地域経済・雇用対策費の減により減
少したことにより１３２億６２百万円となり、４億４百万円の減（△３．０%）となりまし
た。

・臨時財政対策債は１７億７０百万円となり、８４百万円の減（△４．５％）となりま
した。

・本市では平成２７年度から普通交付税の合併算定替による段階的な縮減が
始まり、徐々に合併後の一自治体として算定された額（一本算定）に近づいて
いきます。合併の特例により措置された額は前年度から５億６７百万円の減
（△４１．３％）となり、令和２年度を最後に終了します。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

合併特例措置の内訳
うち普交（＋1,153）
うち臨財（△348）



18,604 

民生費
18,863 

8,277 

教育費
6,492 

6,526 

総務費
6,994 

6,353 

土木費
5,502 

5,249 

公債費
5,961 

3,384 

消防費
2,299 

8,766 

その他
8,153 

57,159 

54,262 

H30

H29

普通会計決算の状況（目的別決算の概要）

△259
(△1.4%)

+1,785
(+27.5%)

△468
(△6.7%)

△712
(△11.9%)

+852
(+15.5%)

+1,086
(+47.2%)

+614
(+7.5%)

＋2,897
(＋5.3%）

（単位：百万円）

歳出決算額は５７１億５９百万円で、前年度比２８億９７百万円増（＋５．３％）

・教育費は前年度比１７億８５百万円増
小中一貫教育校開設準備経費及び小学校統合準備経費が減少したものの、今後のハード・ソフト両面における施策推進に備え、基金の積立てを行ったことに

よる増加や、産業文化交流拠点（文化福祉棟）及び長浜伊香ツインアリーナ等の大型建設事業が増加したため、前年度から＋２７．５％となりました。

・土木費は前年度比８億５２百万円増
長浜駅周辺整備事業費や豊公園整備事業費が減少したものの、元浜町１３番街区整備事業に伴う中心市街地整備事業費や公共下水道事業会計負担金が増

加したため、前年度から＋１５．５％となりました。

・公債費は前年度比７億１２百万円減
計画的な繰上償還により市債元金償還金が１億１４百万円減少したことに加え、繰上償還金が５億５３百万円減少したため、△１１．９％となりました。

・消防費は前年度比１０億８６百万円増
消防本部庁舎整備に係る湖北地域消防組合負担金が大幅に増加したことにより、＋４７．２％となりました。
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7,060 

普通建設事業費
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災害復旧事業費
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繰出金
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その他
3,556 
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H30

H29

普通会計決算の状況（性質別決算の概要）

（単位：百万円）

△31
(△0.4%)

△143
(△2.1%)

△215
(△2.1%)

+3,265
(+43.8%)

(+39.6%)
(+198.1%)

△715
(△12.1%)

△1,919
(△28.4%)

+403
(+11.3%)

＋2,897
(＋5.3%）

・普通建設事業費は前年度比２０億４百万円増
長浜駅周辺整備事業費等が減少したものの、元浜町１３番街区整備事業や産業文化交流拠点（文化福祉棟）整備事業、長浜伊香ツインアリーナ整備事業及

び市民まちづくりセンター整備事業等の大型建設事業により増加し、前年度から＋３９．６％となりました。

・災害復旧事業費は前年度比２億４８百万円増
７月豪雨や台風２１号等の被害を受けた施設の災害復旧を行うため、林業施設災害復旧事業費等が増加し、前年度から＋１９８．１％となりました。

・補助費等は前年度比３２億６５百万円増、繰出金は前年度比１９億１９百万円減
補助費等は公共下水道事業会計負担金（平成３０年度から企業会計に移行したため、繰出金から補助費等へ移行）や消防本部庁舎建設に係る湖北地域消防

組合負担金の増加により、前年度から＋４３．８％となりました。一方、公共下水道事業が企業会計に移行したことにより、繰出金は前年度から△２８．４％となりまし
た。

・扶助費は前年度比２億１５百万円減
しょうがい者自立支援給付事業費は増加したものの、臨時福祉給付金給付事業や児童手当支給事業費が減少し、前年度から△２．１%となりました。
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H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

義務的経費と投資的経費の推移

人件費 扶助費 公債費 投資的経費

普通会計決算の状況（義務的経費・投資的経費）
義務的経費は減少し、投資的経費は増加

・人件費は、ALTの外部委託を進めたこと等により、前年度から３１百万円の減
少に転じました。

・扶助費は、臨時福祉給付金給付事業の終了等により減少しましたが、臨時
福祉給付金給付事業を除くと増加しており、今後も、増加するものと見込まれ
ます。

・公債費は、繰上償還額の減少等により前年度から７億１５百万円減少しまし
た。引き続き、計画的な繰上償還を進めることで、毎年の償還額を着実に減少
させていきます。

・投資的経費は、元浜町１３番街区整備事業や産業文化交流拠点（文化福祉
棟）整備事業等の大型事業により、前年度から２２億５２百万円増加していま
す。

投資的経費は大幅に増加したものの、市債残高は微増に
抑制

・投資的経費は、平成２５年度のピーク以降減少し続けていましたが、合併特
例措置を活用した大型建設事業等が増加したことにより、５年振りに増加して
います。

・市債発行額は、 ２年連続で増加したものの、借入にあたっては、将来の公債
費の増加を最小限に抑える検討を行いつつ、合併特例措置があるもの等有利
な市債を最大限活用しました。

・市債残高は、投資的経費が大幅に増加したことにより、平成１８年度以降１２
年振りに増加に転じましたが、計画的な繰上償還を行うことで、財政計画に掲
げる金額（４６７億８４百万円）を下回るなど、健全な財政運営に努めました。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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市債残高・投資的経費・市債発行額の推移

市債残高 投資的経費（右軸） 市債発行額（臨時財政対策債除く）（右軸）



56,888 54,452 52,247 51,578 50,572 49,890 46,845 44,917 45,299 

47,483 46,609 

45,735 

44,916 
44,175 

43,144 41,946 40,671 39,363 

13,855 12,999 
13,696 13,058 12,324 13,436 

12,359 11,223 11,698 

14,940 
14,301 14,775 

10,582 10,267 8,313 
8,157 

5,901 5,455 

133,166 
128,361 126,453 

120,133 117,338 114,783 
109,307 

102,712 101,815 
1,093 

1,058 

1,025 

982 
965 

952 

913 
865 862 

800

850

900

950

1,000

1,050

1,100

1,150

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

市債残高の状況（全会計）

普通会計 公共下水道会計 病院会計 その他 市民ひとり当たり市債残高（右軸）

市債の状況

普通会計の市債残高は微増

・普通会計の市債残高は、平成１８年度の６３３億円をピークに減少傾向にあり
ましたが、大型建設事業の財源として市債を活用したことにより、市債残高は
４５２億９９百万円と前年度比３億８２百万円の増加（＋０．９％）となり、１２年振
りに増加に転じました。

・社会保障経費等の義務的経費が増加傾向にある中、財政の硬直化を防ぐた
めには、公債費の抑制が必要です。今後も引き続き、大型建設事業による市
債の借入が必要となりますが、計画的な繰上償還等により債務の削減に努め、
財政の健全化を図ります。

（単位：百万円） （単位：千円）

（単位：百万円）

全会計の市債残高は８億９７百万円の減少

・普通会計及び病院事業における市債残高はいずれも微増しましたが、公共
下水道事業で１３億９百万円（△３．２％）減少したこと等により、全会計で
８億９７百万円（△０．９％）の減となりました。

・市民ひとり当たり市債残高は８６２千円となり、減少傾向にあります。

（単位：千円）
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市債残高の状況（普通会計）

建設事業債 臨時財政対策債 市民ひとり当たり市債残高（右軸）



基金の状況（普通会計）
将来の財政需要に備えるため特目基金を積み立て
・平成３０年度は、災害復旧を行うための財源として財政調整基金を１億９２百万円、市債
の繰上償還の財源として減債基金を１０億７９百万円、事業を推進するための財源として
まち・ひと・しごと創生総合戦略推進基金を２億６４百万円、教育施設整備基金を
２億５０百万円取り崩すなど基金を活用する一方、今後の財政需要に備えて、地域福祉
基金に１０億円、教育施設整備基金に６億６百万円、公共施設等保全整備基金に
５億７１百万円積み立てを行ったこと等により、基金総額は前年度から２億７１百万円増加
しました。

・普通交付税の合併算定替の縮減や人口減少等に伴い経常的な財源が減少する中で、
引き続き合併後のまちづくりや老朽化した施設の大規模改修、行政改革大綱アクションプ
ランに基づく繰上償還等を実施していく必要があります。今後も健全な財政運営を行いな
がら、行政改革・経費節減等により生み出した財源を計画的に積み立てるとともに、事業
の実施を円滑に行っていけるよう計画的な基金の運用を行っていきます。

（単位：百万円）

（単位：円）
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

基金残高の推移

財政調整基金 減債基金 特定目的基金

基 金 の 名 称 基金の使途
平成29年度末

現在高

平成30年度積立額 平成30年度取崩額 平成30年度末
現在高

増減額
積立財源 主な充当事業

財政調整基金
大規模な災害や不測の事態の財政需要に備える
とともに、市財政の調整を図り、健全な運営に資
する財源

5,861,097,388 19,315,620運用収益（利子） 192,490,000災害復旧事業 5,687,923,008 △ 173,174,380

減債基金 市債償還の財源 10,206,342,303 33,635,649運用収益（利子） 1,078,537,805市債の繰上償還金 9,161,440,147 △ 1,044,902,156

特
定
目
的
基
金

職員退職手当基金 市職員の退職手当に必要な財源 1,890,957,793 6,231,772運用収益（利子） 0 1,897,189,565 6,231,772

ふるさと振興基金
市の歴史、文化及び自然を生かした魅力あるふる
さとづくりを推進する事業

416,531,396 1,372,706
ふるさと寄附金、運用収益（利
子）

8,870,000
街並み景観形成事業、夜の賑
わいづくり推進事業

409,034,102 △ 7,497,294

地域福祉基金
市民の福祉の向上並びに健康の保持及び増進に
資する事業

2,043,849,929 1,000,000,000行政改革・経費節減等による額 167,939,449
地域子育て支援センター運営事
業、病院事業会計負担金（緊急
支援）

2,875,910,480 832,060,551

文化芸術振興基金 文化及び芸術の振興を目的とする事業 123,813,344 0 3,255,000
文化芸術活動振興事業、観音
文化振興事業

120,558,344 △ 3,255,000



（単位：円）

基 金 の 名 称 基金の使途
平成29年度末

現在高

平成30年度積立額 平成30年度取崩額 平成30年度末
現在高

増減額
積立財源 主な充当事業

特
定
目
的
基
金

教育施設整備基金 教育施設の整備 1,788,888,366 605,895,396
行政改革・経費節減等による額、
運用収益（利子）

250,327,160
小学校校舎等維持管理経費、
小中一貫教育校開設準備経費

2,144,456,602 355,568,236

協働でつくる長浜まちづく
り基金

市民と協働でつくる輝きと風格のあるまちづくりを
推進する事業

4,126,417,091 0 0 4,126,417,091 0

丹生ダム対策基金
丹生ダム建設に伴う水源地域整備計画事業、丹
生ダム建設

71,647,093 7,530,886
水資源機構行政補償金、運用
収益（利子）

3,599,400地域整備事業 75,578,579 3,931,486

電源立地地域対策交付金
等事業基金

電源立地地域対策交付金や電源立地等推進対
策交付金により整備した公共用施設の修繕、維持
補修、運営

31,931,786 2,169運用収益（利子） 1,838,731プール施設維持管理 30,095,224 △ 1,836,562

中心市街地活性化基金
中心市街地活性化基本計画に基づく中心市街地
の活性化事業

506,860,937 57,947,949
行政改革・経費節減等による額、
運用収益（利子）

249,797,400
元浜町13番街区整備事業、長
浜駅北地区等整備事業、中心
市街地活性化推進事業

315,011,486 △ 191,849,451

地球温暖化対策推進基金
自然エネルギー施設の導入などの地球温暖化対
策を推進する事業

89,774,302 1,231,062
運用収益（利子）、太陽光発電
売電収入

16,673,582
再生可能エネルギー導入促進
事業、環境保全対策事業、林業
振興対策事業

74,331,782 △ 15,442,520

山間へき地医療体制強化
基金

山間へき地における医療体制の維持及び強化、
長浜市国民健康保険直営診療所の事業運営

842,682,761 211,551,328
行政改革・経費節減等による額、
運用収益（利子）

80,684,000
へき地医療体制推進事業（診療
所運営）

973,550,089 130,867,328

過疎地域自立促進特別事
業基金

過疎地域自立促進計画に掲げる過疎地域自立促
進特別事業

108,779,179 358,489運用収益（利子） 11,600,000過疎地域振興事業（診療所運営） 97,537,668 △ 11,241,511

公共施設等保全整備基金 市が所有する建築物等の改修、維持保全、整備 1,597,293,612 571,160,983
行政改革・経費節減等による額、
運用収益（利子）

121,529,857
市営住宅整備事業、市民文化
ホール整備事業、支所等管理経
費

2,046,924,738 449,631,126

地域の元気づくり基金
緊急経済対策に係る公共投資や多様な地域資源
を活用した地域経済の循環の創出を円滑に行い、
本市の産業力の底上げを図る事業

377,513,446 0 23,820,000
林業振興事務経費、地域経済
活性化対策事業、アグリビジネ
ス推進事業

353,693,446 △ 23,820,000

まち・ひと・しごと創生総合
戦略推進基金

人口ビジョンやまち・ひと・しごと創生総合戦略に
基づく人口減少対策と地域の活性化を図る事業

746,775,054 10,236,644運用収益（利子） 263,819,560
市民で支える小学校給食費補
助金、都市ブランド力向上事業、
地域経済活性化対策事業

493,192,138 △ 253,582,916

公共施設等整備基金
公共施設の整備や公共用地の取得、一部事務組
合の公共施設の整備や公共用地の取得に対する
負担金

5,877,225,892 19,368,772運用収益（利子） 0 5,896,594,664 19,368,772

保育士等確保緊急対策基
金

教育・保育施設における教育・保育の提供に携わ
る者の確保やその有する優れた資質能力の確保
に係る事業

60,039,258 197,863運用収益（利子） 755,000保育士等奨学金返還支援金 59,482,121 △ 557,137

子ども未来教育基金
子どもたちの確かな学力、豊かな心及び健やかな
体を育むことを目的とし、教育のより一層の推進
及び充実を図る事業

0 200,000,000行政改革・経費節減等による額 0 200,000,000 200,000,000

合 計 36,768,420,930 2,746,037,288 2,475,536,944 37,038,921,274 270,500,344



財政指標の状況
経常収支比率は９１．１％で、０．３ポイント上昇（悪化）

・計画的な繰上償還の実施による公債費の減少や、記録的な少雪の影響によ
る雪寒対策費の減少等により経常経費充当一般財源額が減少したため、比率
の分子となる経常経費充当一般財源額は、２億３０百万円減少しました。

・経常一般財源額は、普通交付税の大幅な減少（△４億４百万円）や臨時財政
対策債の減少（△８４百万円）により、比率の分母（経常一般財源額＋臨時財
政対策債）は、２億６８百万円減少し、経常収支比率の悪化の要因となってい
ます。

・普通交付税の合併算定替の影響額を除いた場合の経常収支比率は９３．２%
となりました。前年度から１．３ポイント改善していますが、合併算定替の縮減に
より、財政の硬直化が一層進むことが見込まれます。

健全化判断比率等は引き続き健全な比率を堅持

・市債の繰上償還等により財政規律の堅持に努めた結果、 「健全化判断比
率」、及び各公営企業における「資金不足比率」は、前年度に引き続き健全な
比率を維持できました。

○健全化判断比率とは：「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、自治体の財政の健全
性を示す指標
・実質赤字比率：一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
・連結実質赤字比率：全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
・実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率
・将来負担比率：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

○資金不足比率：公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率

平成29年度 平成30年度 増減（ポイント）

実質赤字比率 - - -

連結実質赤字比率 - - -

実質公債費比率 4.4％ 2.9％ △1.5

将来負担比率 - - -

会計名 資金不足比率

病院事業会計 -

老人保健施設事業会計 -

公共下水道事業会計 -

農業集落排水事業特別会計 -

（単位：％）
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経常収支比率 経常収支比率（算定替除く）


